
5-1

R1 R2 R3 R4 R5

1 70人 77人 14人 18人 59人 76人 70人 70人

2 － 19人 24人 27人 30人 30人 50人 100人

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,455 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和５年度】

主管課名（担当名） 水産振興課（水産振興担当）

事務事業名 みらいの活力応援事業 事業番号 12650

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 農林漁業の担い手対策

施策目標 　豊かな農林漁業を次世代につなぐまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

漁業者及び漁業従事者

対象者の今後の予想 減少傾向

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

①栽培漁業及び養殖漁業の推進
②漁業後継者の担い手育成・確保及び労働力確保対策

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

　国際的な漁業規制等による漁獲量の減少、魚価の低迷、全国的な魚離れに加え、ウクライナ情勢
の影響による燃油・資材価格の高騰など相まって、漁業を取り巻く環境は以前に増して厳しい状況
化にあるなか、将来を見据えた安定的な生産構造と豊かな沿岸資源を最大限活用した持続的で安
定的な生産体制の構築を図る。

３　事務事業の現状

実績値

協議会事業参加者数

新規漁業就業者数

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

R５予算 R５決算 R６予算

1,150 1,150 1,650

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他

一般財源 1,150 1,150 1,650

人員（人工） 0.25 0.25 0.25

1,863 1,863 1,863

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 3,013 3,013 3,513

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 39 39

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 100 100



■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

　現状ではない。

作成年月日 令和６年9月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 　「根室市漁協青年部連絡協議会」並びに「ねむろの未来を拓く漁業対策協議会」の事業運営にお

いては、加盟団体からの負担金を運営経費としている。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など
　新規漁業者の獲得を目指すため、道内外で開催される「漁業就業者フェア」に地元漁業者が積極
的に参加しやすいよう、参加に要する旅費の助成制度を創設した。

今後の動向・市民ニーズなど 　漁業後継者の担い手の育成・確保並びに若手漁業者の漁業定着を後押しする事業展開を図る。

５　事務事業の評価

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 □検討中　　■見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

　当市の基幹産業に直結する事業であることから、市が主体となり実施する必要がある。

□ある　　□一部ある　　■ない

　「根室市漁協青年部連絡協議会」並びに「ねむろの未来を拓く漁業対策協議会」の活動を通じて、
漁業生産技術の習得や専門知識の向上に寄与する取り組みが着実に実行されている。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

　現状ではない。

□ある　　□一部ある　　■ない

　現状ではない。

□ある　　□一部ある　　■ない



R1 R2 R3 R4 R5

1 ２組 ０組 ０組 ５組 ８組

2 １人 ０人 １人 ０人 ０人 ２人 ３人 ５人

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,455 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和５年度】

主管課名（担当名） 農業委員会

事務事業名 農業後継者対策事業 事業番号 10790

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分

施策目標 豊かな農林漁業を次世代につなぐまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

市民、農業者

対象者の今後の予想 同程度

施策体系との関連

対　象

５－１　農林漁業の担い手対策

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

担い手対策について、農業関係者による協議会を設立し、担い手確保への課題と問題点、実現方法
を検討し、持続可能な農畜産業を目指した施策を展開する。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

酪農従事に係る担い手の確保に取り組むことで、事業継承や後継者対策など、酪農家の減少に対し
て地域の担い手のモチベーションの維持を図る。

３　事務事業の現状

実績値

農業後継者の成婚

酪農従事者（新規・後継者）の確保

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

R５予算 R５決算 R６予算

350 350 350

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 350 350 350

一般財源 0 0 0

人員（人工） 0.20 0.20 0.20

1,491 1,491 1,491

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 1,841 1,841 1,841

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） - -

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 920 920



□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

既に、令和３年度より根室市農畜産業活性化推進協議会と統合している。

作成年月日 令和６年9月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可能
性はありますか 本事業は、担い手対策を実施するものであり、受益者から負担をいただく予定はない。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など 既に令和３年度より、根室市農畜産業活性化推進事業と統合している。

今後の動向・市民ニーズなど
全国的な課題となっている農業者の担い手確保を通じて農業所得の向上や新たな雇用の創出などを
望む要望はある。

５　事務事業の評価

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

市、JA、農業者などの農業関係団体を構成員とした「根室市農畜産業活性化推進協議会」において、
施策展開を行っていくものである。

■ある　　□一部ある　　□ない

新規就農予定者の実践研修を市内牧場において実施したこともあり、令和５年度には新規就農者２
戸の就農につながるなど、担い手確保に効果がみられる。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

■可能　　□一部可能　　□不可能

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

根室市農畜産業活性化推進協議会において、農業関係団体等と連携のうえ、事業の見直しを行う。

□ある　　□一部ある　　■ない

事業計画に応じ、毎年度精査する。

□ある　　□一部ある　　■ない



5-1

R1 R2 R3 R4 R5

1 1人 0人 1人 0人 0人 2人 3人 5人

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,455 千円）

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値）

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）

総事業費　（＝事業費＋職員人件費）

一般財源

人員（人工）

その他

R６予算

内

訳

国道支出金

地方債

事業費　（＝下記内訳計）

R５予算 R５決算

活動指標名
計画値
（H30）

実績値
目標値
（R2）

目標値
（R7）

酪農従事者（新規・後継者）の確保

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

農畜産物に係る根室ブランドの確立や担い手確保について、農業関係者による協議会を設立し、地
産地消と販売促進のための将来的なブランド化や、担い手確保への課題と問題点、実現方法を検
討し、持続可能な農畜産業を目指した施策を展開する。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

酪農従事に係る担い手の確保に取り組むことで、事業継承や後継者対策など、酪農家の減少に対
して地域の担い手のモチベーションの維持を図る。また、農畜産物のブランド確立及びPR並びに消
費拡大など、地域産業の活性化を目的とする。

３　事務事業の現状

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

市民、農業者

対象者の今後の予想 同程度

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 農林漁業の担い手対策

施策目標 豊かな農林漁業を次世代につなぐまち

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和５年度】

主管課名（担当名） 水産経済部農林課（農政担当）

事務事業名 農畜産業活性化推進事業 事業番号 12769

事業費は5-6で計上



６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和６年9月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

根室市農畜産業活性化推進協議会において、担い手対策、農畜産物のブランド確立及びPR並びに
消費拡大を目的とした事業を実施するものであり、他事業との統合の可能性はない。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

本事業は、担い手確保対策、将来的なブランド化や地産地消・販売促進を実施するものであり、受
益者から負担をいただく予定はない。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

根室市農畜産業活性化推進協議会において、農業関係団体等と連携の上、事業を実施していく。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

事業計画に応じ、毎年度精査する。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

新規就農予定者の実践研修を市内牧場において実施したこともあり、令和5年度より新規就農者2
戸の就農に繋がるなど、担い手確保に効果が見られる。
また、公共研修牧場がない当市でも同様の研修を実施するために、担い手支援事業実施要綱を制
定し、支援を拡充している。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　■一部可能　　□不可能

市、JA、農業者などの農業関係団体を構成員とした「根室市農畜産業活性化推進協議会」におい
て、施策展開を行っていくものであるが、農畜産物のブランド確立については農業者が生産物の価
値をさらに高め、それにより農業者の所得の向上を図る取組であるため、市以外が主体となって取
り組むことも可能である。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど
農業者の担い手確保が全国的な課題となっており、6次産業化を通じて農業所得の向上や新たな雇
用の創出などを望む要望がある。



5-1

R1 R2 R3 R4 R5

1 1件 - - 1件 1件 3件 - 6件

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,455 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和５年度】

主管課名（担当名） 水産経済部農林課（農政担当）

事務事業名 新規就農者確保対策事業 事業番号 11465

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 農林漁業の担い手対策

施策目標 豊かな農林漁業を次世代につなぐ

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

農業者

対象者の今後の予想 同程度

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

農家の減少や高齢化、担い手不足等が喫緊の課題となっていることから、旺盛な営農意欲と優れた
経営管理技術を備えた新規就農希望者の就農を推奨するとともに、根室市の基幹産業の中核的担
い手として育成し、農業の振興と地域の活性化を図る

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

多額の初期投資を要する就農初期段階の経費の補助により、新規就農時における経営の安定化
及び根室市における新規就農者の定着・増加

３　事務事業の現状

実績値

新規就農者への補助件数

活動指標名
計画値
（R2）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

R５予算 R５決算 R６予算

14,545 8,427 8,004

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 14,545 8,427 8,004

一般財源 0 0 0

人員（人工） 0.17 0.17 0.17

1,267 1,267 1,267

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 15,812 9,694 9,271

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 5,270 3,231

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

新規就農者負担軽減に係る各種補助金要綱等に基づき実施するものであり、他の事業との統合の
可能性はない。

作成年月日 令和６年9月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 新規就農者が就農する際に係る費用の補助事業であるが、費用の主体は新規就農者である。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど
生産資材の高騰や牛乳需要の低迷による生産抑制、猛暑による乳量の減少など酪農を取り巻く情
勢は依然として厳しいことが予想されることから国・道に対し、持続可能な酪農・農業経営に向けた
施策を積極的に求めていくとともに、その動向を注視しながら、市としての支援策を検討していく。

５　事務事業の評価

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

補助事業は国及び北海道並びに市町村等が実施主体のため不可能である。

□ある　　■一部ある　　□ない

新規就農に係る経費を補助することにより、経営の安定化を図ることができる。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

各種補助金額の増額や新規就農者の受入体制の整備支援を実施する。
また、同時に農業関係団体との連携を強化し、地域で新規就農者を支援していく体制づくりを行う必
要がある。

□ある　　□一部ある　　■ない

新規就農に係る費用については、本人負担である。

□ある　　□一部ある　　■ない


